
                                 

 

令和８年７月２日  

 

公   告 

 
             

              分任契約担当官              

                  陸上自衛隊真駒内駐屯地          

 第３２５会計隊長  渡邉  敬明      

  

 

一般 競 争に つい て 下記 のと お り実 施す る ので 、陸 上 自衛 隊が 示 す「 入札 及 び契 約心 得  」  、  

「使用済自動車（被けん引車、二輪、大型特殊等）の売 払い（仕様書番号ＧⅤ－Ｚ００１０１

６）」  等関係事項を承諾のうえ参加されたい。  

 

１  競争に付する事項  

（１）件名等  

品  名  規  格  単位  数量  

業務車 2 号ほか３４件売払い  別紙第１「内訳書」のとおり  

※  本入札は使用済車両の売払いを目的とし、解体及び破砕を要する。  

（２）搬出場所  

陸上自衛隊真駒内駐屯地  

（３）代金納入時期  

代金の納付は、歳入徴収官の発行する納入告知書又は契約担当官の口頭告知により、指

定された期日及び  場所に納付するものとする。  

（４）搬出期限  

代金納付の日から５日以内（令和８年９月１９日までに搬出）  

（５）履行期限  

   令和８年９月１９日  

 

２  競争に参加する者に必要な資格に関する事項  

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。  

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て

いる者は、同条中「特別の理由がある場合」に該当する。  

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。  

（３）令和８年度有効の全省庁統一競争参加資格「物品の買受け」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」

の格付を保有し、北海道地域に競争参加資格を有する者であること。  

（４）契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。  

（５）別紙第２「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等」に該当しない者であること。  

（６）「使用済自動車の再資源化等に関する法律 」に示す４つの業種資格（引取業、フロン類

回収業、解体業及び破砕業）を有する者、又は引取業の資格を有し他の３業種を他業者に

再委託（旧「下請負」、以下「再委託」という。）させる場合は、契約担当官から承認を受

けた者であること。     

（７）前号により再委託者として承認されていない者であること。  

（８）過去の使用済車両売払い又は処分契約において、解体証明書又は破砕証明書が履行期限

を超えて未提出の状態でない者であること。  

（９）中小受託事業者として承認された者は、同一入札に参加することを禁止する。  

（ 10）前各号によるほか、次項に示す事前提出書類による審査の合格者であること。  

 

３  事前提出書類及び審査  

（１）資格審査決定通知書（写）  

（２）引取業、フロン類回収業、解体業及び破砕業資格を証明できる書類（写）  

（３）引取業の資格を有し、他の３業種を他業者に再委託させる者は、引取業を証明できる書

類（写）、再委託 させる者の３業種の資格を証明できる書類（写）及び 再委託 承認申請書

を提出すること。なお、「 再委託 承認申請書」には 再委託者の連絡先及び担当者名を記載

し、契約担当官の承認を受けること  

（４）その他、官側が必要とする書類があった場合は、依頼の書類を提出 する。  

 

４  再委託者の確認  

（１）再委託 承認申請の審査に当たっては、「 再委託承認申請書」に 再委託者の連絡先及び担

当者名を記載するものとし、契約担当官等が、当該承認申請書に記載された再委託者に電

話等により確認し、確認ができなかった場合は当該再委託を承認しない。  



  確認期間は、令和８年７月１５日  １７００までとする。  

（２）承認申請をする再委託者が入札参加者である場合、当該再委託を承認しない。  

 

５  契約条項等を示す場所  

契 約条 項 並 び に 「入 札 及 び契 約 心 得 」 につ い て は、 陸 上 自 衛 隊 真 駒 内 駐屯 地  第 ３ ２５

会計隊に掲示するほか、北部方面会計隊ホームページにも掲載する。  

 

６  競争入札執行の日時及び場所  

（１）日  時  

令和８年７月２２日（水）０９時００分  

（２）場  所  

陸上自衛隊真駒内駐屯地  第３２５会計隊入札室  

 

７  落札決定方式  

（１）総額（税抜）が当隊所定の予定価格以上の最高額入札者を落札者とする。  

（２）落札者となるべき最高入札者が２人以上ある場合は、抽選により落札者を決定する。  

 

８  入札書の記載要領等  

（１）入札者は消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金

額の１１０分の１００に相当する消費税抜きの金額を入札書に記載すること。（消費税相

当額に１円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。）  

（２）品目ごとの金額の内訳を入札書に記載又は添付する。  

（３）代表者以外の代理人による入札は、入札時に委任状を提出する。なお、郵便による入札

の場合も同様とする。  

 

９  保証金に関する事項  

（１）入札保証金  

免除（ただし、落札者が ｢入札及び契約心得 ｣に従った契約締結の手続きをしない場合は、

落札者が契約締結に応じないものとみなし、落札 価格の１００分の５に相当する金額を違

約金として徴収する。）  

（２）契約保証金  

免除（ただし、契約者が契約を履行しない場合は、契約金額の １００分の１０以上の金

額を違約金として徴収する。）  

 

10 入札の無効  

（１）第２項で示した競争に参加する者に必要な資格のない者による入札  

（２）入札に関する条項に違反した入札  

（３）入札金額、入札者（委託された者も含む） の氏名及び連絡先が判別し難い場合又は記載

がない入札書  

（４）入札開始時刻に遅れた者及び本公告に示す期限を過ぎて到着した郵便による入札書  

（５）電話、電報及びＦＡＸによる入札  

（６）暴力団排除に関する誓約を実施していない者の入札及び誓約に虚偽があった場合又は誓

約に反する事態が生じた場合  

 

11 契約書の作成  

  落札決定後、関係法令等に基づき、 標準契約書「不用物品売払契約条項」、 別紙第３「談

合等の不正行為に関する特約条項 」、別紙第４ 「暴力団排除に関する特約条項 」及び別紙第

５「売払い物品の解体に関する特約条項」を付し、契約書を作成する。  

   

12 現場説明会等  

（１）現場説明会は実施しない。  

（２）現物確認  

ア  現物確認を希望する者は、事前調整の上、令和８年７月６日（月）０８時３０分から

同年７月１５日（水）１６ 時３０分までの間（休日及び祝日を除く。）において確認す

ること。  

イ  調整先  

陸上自衛隊真駒内駐屯地  会計隊契約班（担当：桑原）  

電  話  ０１１ -５８１ -３１９１（内線３３４２）  

 

 

13 履行後提出書類  

（１）解体証明書  

（２）破砕証明書  

提出期限：作業完了後 15 日以内とする。  

 

14 違約金に関する事項  



（１）本件車両を転売して一般市場に流通させた場合又は部品を転売して自衛隊車両と同様の

外観を有する車両を一般市場に流通させるに至った場合は、契約金額の１００分の１０に

相当する金額の違約金を徴収するとともに、実際の損害の額が違約金の額を超過する場合

には、超過分の損害につき賠償を請求する。また、一般市場に流通させるに至らなかった

場合でも、その未遂があった場合には、契約金額の１００分の１０に相当する金額の違約

金を徴収する。  

（２）前項に示す履行後提出書類が履行期限を過ぎても未提出あるいは遅れて提出された場合、

並びに虚偽の記載があることが判明した場合は、契約金額の１００分１０に相当する金額

の違約金を徴収する。  

 

15 その他  

（１）売払い自動車等の識別ができるよう、自動車等番号及び車台番号を付記する。  

（２）契約の成立時期については、契約書等に双方が記名押印したときとする。  

（３）郵便等入札  

ア  郵便等による入札参加を推奨する。  

イ  郵便等入札の要領等  

（ア）送付先  

〒００５－０００８  北海道札幌市南区真駒内１７  

陸上自衛隊真駒内駐屯地  第３２５会計隊  契約班  

（イ）送付期限  

令和８年７月２１日（火）１７時００分（必着）  

（ウ）送付要領  

入札書は、「業務車２号ほか３４件売払い  入札書在中」と朱書きされた封筒の中

に入れて封印し書留郵便又はメール便にて送付する。  

（エ）到着の確認  

郵送等により入札を行う者は、発送した後、会計隊契約班担当者に到着の確認を行

うものとする。  

（４）所有権移転の時期  

第１３項に示す提出書類等の提出が完了し、契約担当官が承認した時期とする。  

（５）売払自動車等の引取等  

ア  所有権移転後、防衛省は物品に対して一切の責任を負わない。また、買受人は当該物

品に不具合、隠れたる瑕疵（かし）等を発見しても、契約代金の減免、損害賠償の請求

又は契約の解除をすることはできない。  

イ  売払自動車等の引取りに際しては、事故防止に留意するとともに、事故発生の場合は、

全て買受人の責任において処理すること。  

ウ  売払自動車等の引取り、保管、整備、使用等に際して発生する一切の費用は、買受人

の負担とすること。  

エ  売払自動車等の使用等に際して必要となる法令上の各種手続は、買受人の責任におい

て行うこと。  

（６）入札当日において駐屯地は、会計隊 契約班事務室、入札会場及び厚生センター以外の立

入は認めない。やむを得ない事情が発生した場合は、事前に担当者に申し出をして了承を

得ること。この際、必要に応じ官側は立会する。  

   なお、駐屯地への入門は、入札開始時刻の３０分前からとし、入札執行場所には入札開

始時刻の１５分前から入室できる。  

（７）入札に関する問合わせ先  

陸上自衛隊真駒内駐屯地  第３２５会計隊契約班（担当：桑原）  

電  話  ０１１－５８１－３１９１（内線３３４２）  

ＦＡＸ  ０１１－５８１－２５６９  

 

 

（８）公告掲示場所  

陸上自衛隊真駒内駐屯地  

北部方面会計隊ホームページ（ http： //www.mod.go.jp/gsdf/nae/fin/）  

（９）公告掲示期間  

令和８年７月２日（木）～令和８年７月２２日（水）  

（ 10）「入札及び契約心得」及び「標準契約書等」提示場所  

陸上自衛隊真駒内駐屯地  

北部方面会計隊ホームページ（ http： //www.mod.go.jp/gsdf/nae/fin/）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別紙第１  

 

 

内  訳  書  

 

番号  品  名  規  格  
単

位  

数

量  
自動車等番号及び車台番号  

１  業務車 2 号  ﾄﾖﾀ DBA-NZE161G EA 1 NZE161-7066893 

２  除雪車 I ﾌﾟﾗｳ付  三菱 FW50MNZ EA 1 FW50MNZ-730067 

３  
胃集団検診車，  

３号医療防疫車  
LKG-FH1ALAG 

 

EA 

 

1 FH1ALA-10093 

４  
胸部集団検診車，

３号医療防疫車  
KC-FD2JGCA 

 

EA 

 

1 FD2JGC10568 

５  73 式特大型 ｾﾐﾄﾚｰﾗ 東急 TL406 型  EA 1  

６  1t ﾄﾚｰﾗ 
高機動車用     

（ ﾄﾚｸｽ CT-1000E）  

 

EA 

 

1  

７  1t 水ﾀﾝｸﾄﾚｰﾗｰ 
2 輪  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA 1  

８  １ｔトレーラ  
2 輪  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA 1  

９  １ｔトレーラ  
2 輪  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA 1  

１０  １ｔトレーラ  
2 輪  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA 1  

１１  １ｔトレーラ  
高機動車用  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA 1  

１２  

 
１ｔトレーラ  

高機動車用  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA 1  

１３  １ｔトレーラ  
2 輪  

（津覇車両）  
EA 1  

１４  業務車 1 号  スバル自動車  EA 1 BR9-016181 

１５  業務車２号  日産自動車  EA 1 Y12-110594 

１６  ２ｔ弾薬トレーラ  トレーラ  EA 1  

１７  ２ｔ弾薬トレーラ  トレーラ  EA 1  

１８  ２ｔ弾薬トレーラ  トレーラ  EA 1  

１９  ２ｔ弾薬トレーラ  トレーラ  EA 1  

２０  １ｔトレーラ  高機動車用  EA 1  

２１  １ｔトレーラ  高機動車用  EA 1  

２２  １ｔトレーラ  
師団通信システム

（ＤＩＣＳ用）  
EA 1  

２３  １ｔトレーラ  
師団通信システム

（ＤＩＣＳ用）  
EA 1  

２４  １ｔトレーラ  
師団通信システム

（ＤＩＣＳ用）  
EA 1  

２５  １／４ｔトレーラ  
無線搬送通信装置   

３号用  
EA 1  



番号  品  名  規  格  
単

位  

数

量  
自動車等番号及び車台番号  

２６  １／４ｔトレーラ  
無線搬送通信装置   

３号用  
EA 1  

２７  １／４ｔトレーラ  トレーラ  EA 1  

２８  
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  
EA 1  

２９  
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  
EA 1  

３０  
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  
EA 1  

３１  
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  
EA 1  

３２  
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  
EA 1  

３３  
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  
EA 1  

３４  人員輸送車２号  ４×４  EA 1 BG64DG-800023 

３５  １ｔトレーラ  高機動車用  EA 1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙第２  

 

 

装備品等及び役務の調達に係わる指名停止等  

 

１  防衛省大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及

び 役務 の 調 達に 係 る 指 名 停止 措 置 等の 要 領 」 に 基づ く 指 名停 止 の 措 置 を受 け て いる 期 間中

の者でないこと。  

 

２  前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該

者 と同 種 の 物品 の 売 買 又 は製 造 若 しく は 役 務 請 負に つ い て防 衛 省 と 契 約を 行 お うと す る者

でないこと。  

 

３  原則、現に指名停止を受けている者の再委託については認めない。ただし、真にやむを得

ない事由を該当する省指名停止権者が認めた場合には、この限りでない。  

 

４  第２号の「資本関係又は人的関係にある」場合とは、次に定める基準のいずれかに該当す

る場合をいう。  

（１）資本関係がある場合  

次のア又はイに該当する二者の場合。ただし、アについては子会社（会社法（平成１７

年法律第８６号）第２条第３号及び会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第３

条の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は、イについて子会社の一方が会社更正法

（昭和２７年法律第１７２号）第２条第７項に規定する更正会社（以下「更正会社」とい

う 。） 又 は 民 事 再 生 法 （ 平 成 １ １ 年 法 律 第 ２ ２ ５ 号 ） 第 ２ 条 第 ４ 号 に 規 定 す る 再 生 手 続

（以下「再生手続」という。）が存続中の会社である場合を除く。  

ア  親会社（会社法第２条４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をいう。以

下同じ。）と子会社の関係にある場合  

イ  親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合  

（２）人的関係がある場合  

次のア又はイに該当する二者の場合。ただし、アについては、更正会社又は再生手続存

続中の会社である場合は除く。  

ア  一方の会社の役員（常勤又は非常勤の取締役、会計参与、監査役、執行役、理事、監

事その他これらに準ずる者をいい、社外役員を除く。以下の号において同じ。）が、他

方の会社の役員を現に兼ねている場合  

イ  一方の会社の役員が、他方の会社の会社更正法第６７条第１項又は民事再生法第６４

条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合  

（３）（１）及び（２） に掲げる場合のほか、資本構成又は人的構成において関連性のある一

方 の会 社 に よ る 落札 が 他 方の 会 社 に 係 る指 名 停 止等 の 措 置 の 効果 を 事 実上 減 殺 す る など

（１）又は（２）に掲げる場合と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場

合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

別紙第３  

 

 

談合等の不正行為に関する特約条項  

 

（談合等の不正行為に係る解除）  

第１条  甲は、この契約に関して、次の各号の一に該当するときは、契約の全部又は一部を解

除することができる。  

（１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（昭和２２年法律第５４号）（以下「独占禁止法」という。）第７条又は同法第

８条の２（同法第８条第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定によ

る排除措置命令を行ったとき、同法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替え

て準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を行ったとき、又は同法第７条

の４第７項若しくは第７条の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行

ったとき。  

（２）乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）

が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８

９条第１項の規定による刑の容疑により公訴を提起されたとき。  

２  乙は、この契約に関して、乙又は乙の代理人が独占禁止法第７条の４第７項又は第７条

の７第３項の規定による通知を受けた場合には、速やかに、当該通知文書の写しを甲に提

出しなければならない。  

（談合等の不正行為に係る違約金）  

第２条  乙は、この契約に関して、次の各号の一に該当するときは、甲が契約の全部又は一部

を解除するか否かにかかわらず、契約金額の１０分の１に相当する額を違約金として甲が指

定する期日までに支払わなければならない。  

（１ ） 公 正取 引 委員 会 が、 乙 又 は乙 の 代理 人 に対 し て 独占 禁 止法 第 ７条 又 は 同法 第 ８条 の ２

（同法８条第１項第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排

除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。  

（２）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１項（同法第８

条 の ３に お い て 読 み替 え て 準用 す る 場 合 を含 む 。 ）の 規 定 に よ る課 徴 金 の納 付 命 令 を行

い、当該納付命令が確定したとき。  

（３）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の４第７項又は第７条

の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。  

（４）乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人の場合であっては、その役員又は使用人）

が刑法第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項の規定による刑が

確定したとき。  

２  乙は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ、次の各号の一に該当するときは、前

項の契約金額の１０分の１に相当する額のほか、契約金額の１００分の５に相当する額を

違約金として甲が指定する期日までに支払わなければならない。  

（１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１項及び第７条   

の３の規定による納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。  

（２）当該刑の確定において、乙が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。  

（３）乙が甲に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出している

とき。  

３  乙は、契約の履行を理由として、前２項の違約金を免れることができない。  

４  第１項及び第２項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合にお

いて、甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙第４  

 

 

暴力団排除に関する特約条項  

 

（属性に基づく契約解除）  

第１条  甲は、警視庁又は道府県警察本部の暴力団排除対策を主管とする課の長（以下「暴力

団対策主管課長」という。）への照会、又は暴力団対策主管課長からの通知により、乙が次

の各号の一に該当すると認められたときは、本契約を解除することができる。  

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人であ

る場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団

体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力

団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。）であるとき。  

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。  

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして

いるとき。  

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。  ２  

乙は、甲から求めがあった場合、乙の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を

含む。）ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一

覧表とする。）及び登記簿謄本の写しを提出するとともに、これらの提出書類から確認でき

る範囲での個人情報を警察に提供することについて同意するものとする。  

（行為に基づく契約解除）  

第２条  甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をした場合は、本

契約を解除することができる。  

（１）暴力的な要求行為   

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為  

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為  

（４）偽計又は威力を用いて支担官等の業務を妨害する行為  

（５）その他前各号に準ずる行為  

（暴力団排除に関する表明及び確約）  

第３条  乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該

当しないことを確約する。  

２  乙は、前２条各号の一に該当する者（以下「排除対象者」という。）を 再委託者等（再委

託者（再再委託以降の全ての再委託者を含む。）、受任者（再委任以降の全ての受任者を含

む。）及び再委託者又は受任者が当該契約に関して個別に契約する場合の当該契約の相手方

をいう。以下同じ。）としないことを確約する。  

（再委託者等に関する契約解除）  

第４条  乙は、契約後に再委託者等が排除対象者であることが判明したときは、直ちに当該 再

委託者等との契約を解除し、又は再委託者等に対し契約を解除させるようにしなければなら

ない。  

２  甲は、乙が再委託者等が排除対象者であることを知りながら契約し、若しくは再委託者等

の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該 再委託者等との

契 約を 解 除 せず 、 若 し く は 再 委 託 者等 に 対 し 契 約を 解 除 させ る た め の 措置 を 講 じな い とき

は、本契約を解除することができる。  

（損害賠償等）  

第５条  甲は、第１条、第２条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これに

より乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。  

２  乙は、甲が第１条、第２条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、

甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。  

３  甲は、第１条、第２条及び前条第２項の規定によりこの契約の全部又は一部を解除した場

合は、代金（一部解除の場合は、解除部分に相当する代金）の１０パーセントの金額を乙か

ら違約金として徴収するものとする。  

４  前項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲がそ

の超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。  

（不当介入に対する通報・報告）  

第６条  乙は、自ら又は再委託者等が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等

の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受

けた場合は、これを拒否し、又は再委託者等をして、これを拒否させるとともに、速やかに

不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものと

する。  

 

 

 



 

 

別紙第５  

 

売払い物品の解体に関する特約条項  

 

甲（契約担当官）及び乙（契約相手方）は、売払い物品の解体に関し、次の特約条項を定め

る。   

（総則）   

第１条  乙は、次に掲げる売払い物品については、別に定める解体要領に基づき解体するもの

とする。   

車台番号  品目  型式  
単

位  

数

量  
担当部隊  

NZE161-

7066893 
業務車 2号  ﾄﾖﾀDBA-NZE161G EA １  第 102全般支援大隊  

FW50MNZ-

730067 
除雪車 Iﾌﾟﾗｳ付  三菱 FW50MNZ EA １  第 102全般支援大隊  

FH1ALA-

10093 
胃集団検診車  

３号医療防疫車  
LKG-FH1ALAG EA １  第 102全般支援大隊  

FD2JGC10568 
 胸部集団検診車

，３号医療防疫車  
KC-FD2JGCA EA １  第 102全般支援大隊  

 73式特大型 ｾﾐﾄﾚｰﾗ 東急 TL406型  EA １  第 102全般支援大隊  

 1tﾄﾚｰﾗ 
高機動車用         

（ ﾄﾚｸｽCT-1000E）  
EA １  第 102全般支援大隊  

 1t水ﾀﾝｸﾄﾚｰﾗｰ 
2 輪  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA １  第 102全般支援大隊  

 １ｔトレーラ  
2 輪  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA １  第 101通信直接支援隊  

 １ｔトレーラ  
2 輪  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA １  第 101通信直接支援隊  

 １ｔトレーラ  
2 輪  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA １  第 101通信直接支援隊  

 １ｔトレーラ  
高機動車用  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA １  第 101通信直接支援隊  

 １ｔトレーラ  
高機動車用  

（日本 ﾄﾚｸｽ）  
EA 

１  
第 101通信直接支援隊  

 １ｔトレーラ  
2 輪  

（津覇車両）  
EA 

１  
第 101通信直接支援隊  

BR9-016181 業務車 1号  スバル自動車  EA １  真駒内駐屯地業務隊  

Y12-110594 業務車２号  日産自動車  EA １  真駒内駐屯地業務隊  

 ２ｔ弾薬トレーラ  トレーラ  EA １  第１１後方支援隊  

 ２ｔ弾薬トレーラ  トレーラ  EA １  第１１後方支援隊  

 ２ｔ弾薬トレーラ  トレーラ  EA １  第１１後方支援隊  

 ２ｔ弾薬トレーラ  トレーラ  EA １  第１１後方支援隊  

 １ｔトレーラ  高機動車用  EA １  第１１後方支援隊  

 １ｔトレーラ  高機動車用  EA １  第１１後方支援隊  

 １ｔトレーラ  
師団通信システム   

（ＤＩＣＳ用）  EA １  
第１１後方支援隊  

 １ｔトレーラ  
師団通信システム   

（ＤＩＣＳ用）  EA １  
第１１後方支援隊  

 １ｔトレーラ  
師団通信システム   

（ＤＩＣＳ用）  EA １  
第１１後方支援隊  

 １／４ｔトレーラ  
無線搬送通信装置   

３号用  
EA １  第１１後方支援隊  

 １／４ｔトレーラ  
無線搬送通信装置   

３号用  
EA １  第１１後方支援隊  

 １／４ｔトレーラ  トレーラ  EA １  第１１後方支援隊  

 
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  

EA 
１  第１１後方支援隊  



車台番号  品目  型式  
単

位  

数

量  
担当部隊  

 
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  

EA 
１  第１１後方支援隊  

 
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  

EA 
１  第１１後方支援隊  

 
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  

EA 
１  第１１後方支援隊  

 
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  

EA 
１  第１１後方支援隊  

 
１ｔ水タンクトレ

ーラ１，０００Ｌ  ２輪、日本トレクス  

EA 
１  第１１後方支援隊  

 人員輸送車２号  ４×４  EA １  冬季特体室  

 １ｔトレーラ  高機動車用  
EA 

１  
第 305普通科直接支援

中隊  

（契約金額の内訳）  

第２条  前条に掲げる物品に係る契約金額は、契約書本文に記載する契約金額の内訳とする。  

（所有権の移転）  

第３条  第１条に掲げる売払い物品の所有権は、乙が甲に対して解体及び破砕の完了を届け出

て、甲が承認したときをもって甲から乙に移るものとする。  

 









1　品名・数量等

連番

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

２　引渡場所及び解体場所

 (1)　引渡場所は、「陸上自衛隊　真駒内駐屯地」とする。

 (2)　解体場所は、「契約の相手方が指定する場所」とする。

 (3)  解体自動車保管場所は「契約の相手方が指定する場所」とする

 (4)  解体場所及び各保管場所への使用済車両の移動については契約の相手方が実施するものとする。

３　官側の立ち会い

　　引渡時に係の点検立会を実施する。

４　完了検査の要領

　　解体証明書及び破砕（又は溶解）証明書の確認をもって完了とする。

５　書類提出先等

　〒００５－８５４３  北海道札幌市真駒内１７番

　陸上自衛隊真駒内駐屯地　第１０２全般支援大隊（担当：石神）

　電話　０１１－５８１－３１９１（内線３７６４）    

胸部集団検診車，３号（医療防疫車） KC-FD2JGCA EA 1

胃集団検診車，３号（医療防疫車）

三菱FW50MNZ EA 1除雪車Iﾌﾟﾗｳ付

LKG-FH1ALAG EA 1

器材名 規　　　格 単位 数量

業務車2号 ﾄﾖﾀDBA-NZE161G EA 1

品　　　　　　　　　　　　名 使用済自動車（被けん引車，二輪，大型特殊等）の売払い

仕　　様　　書　　番　　号 ＧＶ－Ｚ００１０１６

指定事項：

調達要領指定書

調　達　要　求　番　号 売払請求番号第１号（１０２全般支援大隊）

調達要求年月日 令和8年5月21日

作　成　部　隊 第１０２全般支援大隊

作　成　年　月　日 令和8年5月21日

以下余白



1　品名・数量等

連番

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

２　引渡場所及び解体場所

 (1)　引渡場所は、「陸上自衛隊　真駒内駐屯地」とする。

 (2)　解体場所は、「契約の相手方が指定する場所」とする。

 (3)  解体自動車保管場所は「契約の相手方が指定する場所」とする

 (4)  解体場所及び各保管場所への使用済車両の移動については契約の相手方が実施するものとする。

３　官側の立ち会い

　　引渡時に係の点検立会を実施する。

４　完了検査の要領

　　解体証明書及び破砕（又は溶解）証明書の確認をもって完了とする。

５　書類提出先等

　〒００５－８５４３  北海道札幌市真駒内１７番

　陸上自衛隊真駒内駐屯地　第１０２全般支援大隊（担当：石神）

　電話　０１１－５８１－３１９１（内線３７６４）    

1t水ﾀﾝｸﾄﾚｰﾗｰ

高機動車用（トレクスCT-1000E） EA 11tﾄﾚｰﾗ

2輪､（日本ﾄﾚｸｽ） EA 1

器材名 規　　　格 単位 数量

73式特大型ｾﾐﾄﾚｰﾗ 東急TL406型 EA 1

品　　　　　　　　　　　　名 使用済自動車（被けん引車，二輪，大型特殊等）の売払い

仕　　様　　書　　番　　号 ＧＶ－Ｚ００１０１６

指定事項：

調達要領指定書

調　達　要　求　番　号 売払請求番号第２号（１０２全般支援大隊）

調達要求年月日 令和8年6月30日

作　成　部　隊 第１０２全般支援大隊

作　成　年　月　日 令和8年6月30日

以下余白



1　品名・数量等

連番

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

２　引渡場所及び解体場所

 (1)　引渡場所は、「陸上自衛隊　真駒内駐屯地」とする。

 (2)　解体場所は、「契約の相手方が指定する場所」とする。

 (3)  解体自動車保管場所は「契約の相手方が指定する場所」とする

 (4)  解体場所及び各保管場所への使用済車両の移動については契約の相手方が実施するものとする。

３　官側の立ち会い

　　引渡時に係の点検立会を実施する。

４　完了検査の要領

　　解体証明書及び破砕（又は溶解）証明書の確認をもって完了とする。

５　書類提出先等

　〒０６４－８５１０  北海道札幌市中央区南２６条西１０丁目１-１

　陸上自衛隊札幌駐屯地　１０１通信直接支援隊（担当：谷内）

　電話　０１１－５１１－７１１６（内線３６１３）    

以下余白

１ｔトレーラ

高機動車用（日本トレクス） EA 2１ｔトレーラ

２輪（津覇車両） EA 1

器材名 規　　　格 単位 数量

１ｔトレーラ ２輪（日本トレクス） EA 3

品　　　　　　　　　　　　名 使用済自動車（被けん引車，二輪，大型特殊等）の売払い

仕　　様　　書　　番　　号 ＧＶ－Ｚ００１０１６

指定事項：

調達要領指定書

調　達　要　求　番　号 売払請求番号第２号（１０１通直支援隊）

調達要求年月日 令和8年5月28日

作　成　部　隊 第１０１通信直接支援隊

作　成　年　月　日 令和8年5月28日



1　品名・数量等

連番

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

２　引渡場所及び解体場所

 (1)　引渡場所は、「陸上自衛隊　真駒内駐屯地」とする。

 (2)　解体場所は、「契約の相手方が指定する場所」とする。

 (3)  解体自動車保管場所は「契約の相手方が指定する場所」とする

 (4)  解体場所及び各保管場所への使用済車両の移動については契約の相手方が実施するものとする。

３　官側の立ち会い

　　引渡時に係の点検立会を実施する。

４　完了検査の要領

　　解体証明書及び破砕（又は溶解）証明書の確認をもって完了とする。

５　書類提出先等

　〒００５－８５４３  北海道札幌市真駒内１７番

　陸上自衛隊真駒内駐屯地　第１１後方支援隊（担当：小熊）

　電話　０１１－５８１－３１９１（内線２８４６）    

調達要領指定書

調　達　要　求　番　号 売払請求番号第 ７ 号（第１１後方支援隊）

調達要求年月日 令和8年6月18日

作　成　部　隊 第１１後方支援隊

作　成　年　月　日 令和8年6月18日

品　　　　　　　　　　　　名 使用済自動車（被けん引車，二輪，大型特殊等）の売払い

仕　　様　　書　　番　　号 ＧＶ－Ｚ００１０１６

指定事項：

器　　　名 規　　　　格 単位 数量

２ｔ弾薬トレーラ トレーラ EA 4

１ｔトレーラ（高機動車用） 高機動車用 EA 2

１ｔトレーラ 師団通信システム（DICS用） EA 3

１／４ｔトレーラ 無線搬送通信装置３号用 EA 2

１／４ｔトレーラ トレーラ EA 1

１ｔ水タンクトレーラ１，０００Ｌ ２輪、日本トレクス EA 6

以下余白



1　品名・数量等

連番

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

２　引渡場所及び解体場所

 (1)　引渡場所は、「陸上自衛隊　真駒内駐屯地」とする。

 (2)　解体場所は、「契約の相手方が指定する場所」とする。

 (3)  解体自動車保管場所は「契約の相手方が指定する場所」とする

 (4)  解体場所及び各保管場所への使用済車両の移動については契約の相手方が実施するものとする。

３　官側の立ち会い

　　引渡時に係の点検立会を実施する。

４　完了検査の要領

　　解体証明書及び破砕（又は溶解）証明書の確認をもって完了とする。

５　書類提出先等

　〒００５－８５４３  北海道札幌市真駒内１７番

　陸上自衛隊真駒内駐屯地　真駒内駐屯地業務隊（担当：池田）

　電話　０１１－５８１－３１９１（内線３９９７）    

（日産自動車） EA 1業務車２号

器材名 規　　　格 単位 数量

業務車１号 （スバル自動車） EA 1

品　　　　　　　　　　　　名 使用済自動車（被けん引車，二輪，大型特殊等）の売払い

仕　　様　　書　　番　　号 ＧＶ－Ｚ００１０１６

指定事項：

調達要領指定書

調　達　要　求　番　号 真駒内駐業第７２９号

調達要求年月日 令和8年6月9日

作　成　部　隊 真駒内駐屯地業務隊

作　成　年　月　日 令和8年6月9日

以下余白



1　品名・数量等

連番

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

２　引渡場所及び解体場所

 (1)　引渡場所は、「陸上自衛隊　真駒内駐屯地」とする。

 (2)　解体場所は、「契約の相手方が指定する場所」とする。

 (3)  解体自動車保管場所は「契約の相手方が指定する場所」とする

 (4)  解体場所及び各保管場所への使用済車両の移動については契約の相手方が実施するものとする。

３　官側の立ち会い

　　引渡時に係の点検立会を実施する。

４　完了検査の要領

　　解体証明書及び破砕（又は溶解）証明書の確認をもって完了とする。

５　書類提出先等

　〒００５－８５４３  北海道札幌市真駒内１７番

　陸上自衛隊真駒内駐屯地　冬季特別体育教室（担当：有働）

　電話　０１１－５８１－３１９１（内線３６２７）    

器材名 規　　　格 単位 数量

　　　　人員輸送車２号 　　　　　　　　　　４×４ EA 1

品　　　　　　　　　　　　名 使用済自動車（被けん引車，二輪，大型特殊等）の売払い

仕　　様　　書　　番　　号 ＧＶ－Ｚ００１０１６

指定事項：

調達要領指定書

調　達　要　求　番　号 体学冬教第１４１号

調達要求年月日 令和8年6月9日

作　成　部　隊 冬季特別体育教室

作　成　年　月　日 令和8年6月9日

以下余白



1　品名・数量等

連番

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

２　引渡場所及び解体場所

 (１)　引渡場所は、「陸上自衛隊　真駒内駐屯地」とする。

 (２)　解体場所は、「契約相手方　指定の場所」とする。

３　官側の立ち会い

　　引渡時に係の点検立会を実施する。

４　完了検査の要領

　　解体証明書及び破砕証明書の確認をもって完了とする。

５　書類提出先等

　〒００５－８５４３  北海道札幌市真駒内１７番

　陸上自衛隊真駒内駐屯地　第３０５普通科直接支援中隊（担当：山本）

　電話　０１１－５８１－３１９１（内線３５８６）    

器　　　名 規　　　　格 単位 数量

1ｔトレーラ 高機動車用 EA 1

品　　　　　　　　　　　　名 使用済自動車（被けん引車）

仕　　様　　書　　番　　号 GV-Z001016

指定事項：

調達要領指定書

調　達　要　求　番　号 売払請求番号第１号

調達要求年月日 令和8年5月21日

作　成　部　隊 第３０５普通科直接支援中隊

作　成　年　月　日 令和8年5月21日

以下余白


